
区市町村別産業大分類別事業所数
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総務省統計局「事業所・企業統計調査」（平成18年）より作成
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区市町村別産業大分類別従業員数
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総務省統計局「事業所・企業統計調査」（平成18年）より作成
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事業所数及び従業員数の推移
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完全失業率の推移
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製造品出荷額等の推移
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経済産業省「工業統計調査」より作成
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区市町村別製造品出荷額等
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経済産業省「工業統計調査」（平成19年）より作成
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商品販売額の推移
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区市町村別商品販売額
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経済産業省「商業統計」（平成19年）より作成
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世界の都市間比較ランキング 

 

名  称 世界の都市総合力 

ランキング 

世界ビジネス都市度 

ランキング 

世界の住みやすさ 

ランキング 

生活水準の高い都市 

ランキング 

世界生活環境 

ランキング 

機  関 森記念財団 マスターカード エコノミスト（英） 「ＭＯＮＯＣＬＥ」誌

（英） 

マーサー社（米） 

発 表 年 2009 年 2008 年 2009 年 2009 年 2009 年 

対   象 世界 30 都市 世界 75 都市 世界 140 都市 世界 25 都市 世界 215 都市 

評価項目 ①経済 

②研究・開発 

③交流・文化 

④居住 

⑤環境 

⑥交通・アクセス 

①法律・政治上の枠組

②経済安定性 

③ビジネスのしやすさ

④金融 

⑤ビジネスセンター度

⑥知的財産・情報 

⑦住みやすさ 

①医療サービス 

②治安 

③文化・環境 

④教育 

⑤インフラ整備 

①交通・住宅・教育 

②建築デザインの質 

③新規ビジネス算入の

しやすさ 

④国際便の数 

⑤映画館の数 

⑥グローバル企業進出

⑦インフラ改良状況 

⑨自然へのアクセス 

①政治・社会環境 

②経済環境 

③社会文化環境 

④健康・衛生 

⑤学校・教育 

⑥公共サービス・交通

⑦レクリエーション 

⑧消費財 

⑨住宅 

⑩自然環境 

ﾗﾝｷﾝｸﾞ １位 ニューヨーク

２位 ロンドン 

３位 パリ 

４位 東京 

５位 シンガポール

１位 ロンドン 

２位 ニューヨーク 

３位 東京 

４位 シンガポール 

５位 シカゴ 

１位 バンクーバー 

２位 ウィーン 

３位 メルボルン 

４位 トロント 

５位 パース 

５位 カルガリー 

・・・ 

19 位 東京 

１位 チューリヒ 

２位 コペンハーゲン

３位 東京 

４位 ミュンヘン 

５位 ヘルシンキ 

１位 ウィーン 

２位 チューリヒ 

３位 ジュネーヴ 

４位 バンクーバー 

４位 オークランド 

・・・ 

35 位 東京 
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IMF「World Economic Outlook」により作成
※2008年以降は見込み

ＧＤＰ（総額）の推移（Ｇ７・ＢＲＩＣｓ）
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IMF「World Economic Outlook」により作成
※２００８年以降は見込み

ＧＤＰ(対前年伸び率）の推移（Ｇ７・ＢＲＩＣｓ）
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世界の大都市圏の空港の比較

都市
都市圏の

人口
（万人）

空港名
面積
（ha）

滑走路
（本）

都心から
の距離
（km）

発着回数
（万回／年）

旅客数
（万人／年）

備　　考

ニューヨーク 1,990

J．Fケネディー 2,052 4 24 44.6 4,772

ニューアーク 820 3 25 43.6 3,637

ラガーディア 263 2 15 39.2 2,503

ワシントンDC 720

ダレス 4,047 3 42 38.3 2,453

ﾚｰｶﾞﾝ･ﾅｼｮﾅﾙ 275 3 5 27.5 1,867

ボルチモア - 4 48 29.7 2,150

ロンドン 710

ガトウィック 760 2 43 26.7 3,522

ヒースロー 1,141 3 24 48.1 6,807

スタンテッド 405 1 51 20.8 2,378

ルートン - 1 50 12.0 995

ロンドンシティ 37 1 10 9.1 293

パリ 930
ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ 3,104 3 25 55.3 5,992

オルリー 1,534 3 14 23.7 2,644

ソウル 2,053
金 浦 672 2 17 11.2 1,381

仁 川 1,174 2 50 21.3 3,142  空港周辺で人口51万人の新都市建設プロジェクトあり。

東京 3,260
成 田 710 2 66 19.5 3,548  B滑走路の2500m化工事が終了し、2009年10月から供用開始

羽 田 1,100 3 20 33.2 6,682  2010年10月から４本目の滑走路（D滑走路）の供用開始

「都市圏の人口」「面積」「滑走路」「都心からの距離」については、国土交通省航空局ホームページにより作成

「発着回数」「旅客数」については、ACI（Airports Council International）2007データにより作成
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50カ国・地域の潜在競争力ランキング
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日本経済研究センター「世界50カ国・地域潜在力調査 2008年」により作成
注：潜在競争力とは、短期的な景気変動に左右されない長期的な成長の可能性を表わすものであり、具体的には、今後約10年間でどれだけ
１人当たり国内総生産を増加させることができるかを測ったものである。

年
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 50カ国・地域の潜在競争力ランキング
（上位５カ国・日本・ＢＲＩＣｓ）

1980年 1990年 2000年 2007年 2008年

１位 米国 １位 米国 １位 米国 １位 香港 １位 香港

２位 スイス ２位 シンガポール ２位 香港 ２位 シンガポール ２位 シンガポール

３位 スウェーデン ３位 香港 ３位 シンガポール ３位 米国 ３位 米国

４位 シンガポール ４位 英国 ４位 スイス ４位 英国 ４位 ドイツ

５位 ドイツ ５位 ドイツ ５位 ノルウェー ５位 スイス ５位 オランダ

・・・ ・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・・・・・・・・・・・

６位 日本 ９位 日本 １５位 日本 １３位 日本 １２位 日本

２２位 ロシア ２５位 ロシア ３０位 ロシア ２５位 ロシア ３０位 ロシア

３８位 ブラジル ４１位 中国 ３７位 中国 ３５位 中国 ３４位 中国

４０位 中国 ４２位 ブラジル ３９位 ブラジル ３９位 ブラジル ４０位 ブラジル

４７位 インド ４８位 インド ４９位 インド ４７位 インド ４７位 インド

日本経済研究センター「世界50カ国・地域潜在力調査（2008年）」により作成

注：潜在競争力とは、短期的な景気変動に左右されない長期的な成長の可能性を表わすものであり、具体的には、今後約10年間に

どれだけ１人当たり国内総生産（ＧＤＰ）を増加させることができるかを図ったものである。
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世界の失業率
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人口千人当たり刑法犯認知件数の推移

10

15

20

25

30

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

件

全国 都 区 市町村

警察庁「統計（年次別 府県別 罪種別 認知・検挙件数及び検挙人員）」、警視庁「警視庁の統計（刑法犯の罪種別認知・検挙状況
（警察署別）により作成
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区市町村別刑法犯認知件数（2008年）
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投票率の推移（衆議院議員選挙）
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区市町村別衆議院議員選挙（2009年8月30日）の投票率
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東京都選挙管理委員会「投開票結果」により作成
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投票率の推移（東京都議会議員選挙）
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区市町村別東京都議会議員選挙（2009年7月12日）の投票率
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東京都選挙管理委員会「投開票結果」により作成
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投票率の推移（区市町村議会議員選挙）
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東京都選挙管理委員会「各種選挙における投票率」により作成

65



区市町村議会議員選挙（平成19年4月22日）の投票率
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自治会・町内会への加入率の推移
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政府に対する要望項目の変遷
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内閣府「国民生活に関する世論調査」により作成
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今後の生活の見通しについての認識（2009年）
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今後の生活の見通しについての認識の変遷
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内閣府「国民生活に関する世論調査」により作成
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